
 

北名古屋市監査公表第１３号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第４項の規定に基づき、定例監

査を実施したので、同条第９項の規定により、その結果を公表する。 

 

  令和５年５月２日 

 

                  北名古屋市監査委員 吉 野 修 進 

 

                          

                  北名古屋市監査委員 ま み や 文 枝 

 

   定例監査の結果について 

 

１ 監査の対象及び実施期間 

  スポーツ課及び会計課 

  対象期間 令和４年４月１日から令和５年３月２７日までの所管事務 

  実施期間 令和５年２月２８日から令和５年３月２７日まで 

 

２ 監査の概要 

  所管事務の執行について、監査資料及び関係書類等の提出を求め審査するととも

に関係職員から聴取し、事務事業の執行が適正かつ合理的・効率的に行われている

かを主眼とし、北名古屋市監査基準に準拠して監査を実施した。 

 

３ 監査の結果 

  監査を実施した結果、各所管の事務事業の執行処理状況については、概ね適正に

行われていると認められた。なお、一部において是正を要する事項が見受けられた

が、その都度、関係者に指摘して是正指導を行った。 

スポーツ課及び会計課の事務事業の内容及び監査の結果については、次のとおり

である。 

 

 

＜スポーツ課＞ 

 主な所管事務は、スポーツ及びレクリエーション、体育施設、学校施設の開放、社

会体育団体、スポーツ推進委員に関する事務である。 

 

 



 

 

意 見 

  公共施設の使用料は、公共施設の使用料適正化計画に基づき、定期的に改定を実

施している。一方、使用料減免は例外としてやむを得ない場合に限定されるもので

あるため、使用料の改定に合わせて見直しするなどし、適切な運用をしていただく

とともに、その規定についても適切に管理されたい。 

 

 

＜会計課＞ 

 主な所管事務は、支出負担行為の確認、収入及び支出命令の審査、決算、現金の出

納及び保管、有価証券の出納及び保管、担保金及び寄託金の出納、収入証紙等の売り

さばき及び保管、現金及び財産の記録管理、出納員、指定金融機関等に関する事務で

ある。 

 

 契約事務について 

  決算書印刷を発注する際、執行伺書に積算書が添付されていなかった。また、支

払金額は見積合わせの結果に基づいた正当な額であったが、請書に記載した契約金

額が誤っていた。 

  契約事務について、適正な処理をすること。 

 


